
 
 

5月２９日、京都市会では、初めて「小中学校給食無償化を求める意見書」を全会派一 

致で可決。全会派共同で提案された意見書本文には、「所要経費の財源を国の責任にお 

いて全額確保」の文言が明記されました。議員団は、２月１日、給食無償化（約４９億円）は 

予算規模の１％（約１００億円）で実現できることを発表していました。 
 

 

 

５月８日、京都市が国への要望書に、「憲法上保障された教育の機会の均等を実現するためには」「全員制給食制

度の実現は不可欠」「生徒や保護者からのニーズも極めて強い」「給食制度の格差が生じることのないよう」「小中学

校の給食費無償化を実現するため」「財源を国の責任において全額確保し」と初めて記載したことは、長年の市民の

運動と子どもたちの声、共産党の論戦が実ったものです。5月１９日、文教はぐくみ委員会で、えもと議員は、京都

市の要望書について、「以前からそのような認識を持っておられたのか。」と質問。教育委員会は、「令和 

5年1月２５日の教育福祉委員会におき」、「一歩前に進めたいと」、「意思表明をさせていただいた」と 

答弁しました。（１月の答弁では、「憲法」には触れていませんでした）       委員会での質疑・動画➡ 

全員制の中学校給食は｢学校調理｣｢安全｣｢無償｣を！ 

                           

 また、同議員が、「給食検討委員会の設置」を求めたの対し、教育委員会は、「検討会議」を設置すること、「市民公

募委員の募集」を表明。市民公募委員「１名」が、多くの市民に知らされないまま、募集されました（締め切り６月２

日）。 「検討会議」のメンバー構成は、２月市会で、市民からの陳情や党議員が求めた「保護者」「市民」「学校教諭」

「栄養教諭」を含めることが実りました。（「学識者」、「PTAの代表、校長会の代表」、「栄養教諭等も含め」と答弁） 

 

 

 

 

 

さらに声を集め、早期に「小学校のような全員制の中学校給食」の実現を！ 
給食「検討会議」の市民公募委員の募集は、たったの「１名」と、なっています。市民公募委員の拡充や、アン

ケート項目、実施期間、学校調理、有機など安全性、無償化など、多くの市民の声が反映されるよう、市民の声

を集めて、市議会や京都市教育委員会に求めていきましょう！ 
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国への要望書に、「憲法上保障された教育の機会均等」に「全員制給

食」は、「不可欠」と初めて記載！ 無償化の財源求める 

今年1月に認識が発展？ 
 

２月市会で、共産党の求めに対し「アンケートの実施」を市教委が表明 

２月２０日の教育福祉委員会で、共産党・鈴木議員が、全員制の中学校給食の検討にあたって、 

「市民」や「子どもの声」をくみ取ることを求めた質疑に対し、教育委員会は、「子どもや保護者」 

の「声を拾う」、「アンケートのようなものも実施の検討」をすると答弁しています。 

給食の「検討会議」設置。市民公募委員はたったの１名？！ 

「給食無償化」の意見書を全会派一致で採択！市民の運動の力！ 
 


